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DPC データや病床機能報告データ等の厚⽣労働省が公開する情報を加⼯・分析し、地
域の実情に応じた具体的な取組⽅法を提⾔するための知⾒を得ることを⽬的とした。
DPC データの分析では、医療機関規模と合併症発⽣との間に関連が⽰唆された。公的
データの加⼯では、アクセシビリティや医療機能の集中度を計算・可視化できた。 
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Ａ．研究⽬的 
 医師不⾜等に対応した地域における周産
期医療の確保については、産科医師の絶対
数の減少や偏在といった既知のものに加
え、医師の働き⽅改⾰への対応等の課題が
指摘されている。医療提供側は以前より集
約化による勤務条件の緩和を⽬指している
が、その成果は限定的であるとされてい
る。 

都道府県は平成 30 年の医療法改正によ
って 2019 年度末までに「産科医師確保計
画」を策定することとなっている。この計
画の策定にあたっては、厚⽣労働省が「産
科医師偏在指標」を公開しているが、その
他の産科医療に関する定量的な指標は明ら
かとなっておらず、公的統計や既存の⼤規
模データベース（以下、DB等）の活⽤に
よる研究も少ない。 

そこで、本研究では前年度から引き続いて
DPC データを分析するとともに、⼆次医
療圏別の医療機能集約度を測定する指標の
開発やアクセシビリティの検証を⾏い、地
域の実情に応じた具体的な取組⽅法を提⾔
するための知⾒を得ることを⽬的とする。 
Ｂ．研究⽅法 

DPC データの活⽤については、⼀般社
団法⼈・診断群分類調査研究機構が保有す
る既存の対応表がない匿名化データを⽤い
た後ろ向き観察研究を実施することとし
た。公的統計を活⽤した分娩取扱医師の実
態把握については、今年度は病床機能報告
データや DPC 公開データの分析を⾏うこ
ととした。 
Ｃ．研究結果 
 病床機能報告データの分析については、
分娩取扱医療機関等までのアクセシビリテ
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ィについて計算及び可視化を⾏った。DPC
公開データの分析では、新⽣児医療の⼆次
医療圏別集中度の指標を考案し可視化を⾏
った。DPC データの分析では、医療機関
別の異常分娩取扱件数でグループ化し、
Maternal End-Organ Injuryの発⽣につい
て集計した。 
Ｄ．考察 
 アクセシビリティの分析では、60分以
内のエリアに 99%が居住していることが
明らかとなった。今後の集約化の議論の補
助となると考えられた。新⽣児⼊院医療の
集中度指標については、集中度が低い⼆次
医療圏での集約化について検討が必要と考
えられた。DPC データの活⽤について
は、肺塞栓症が症例数の少ない医療機関で
発⽣しており、医療安全体制との関連が⽰
唆された。 
Ｅ．結論 

DPC データや厚⽣労働省の公開するデ
ータを分析することで、アクセシビリティ
や集中度、医療機関別の診療ボリュームを
踏まえた産科医療提供体制の⾒直しのため
の議論に資する知⾒を得ることができた。 
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